
日耳鼻 121―1033

平成２９年度 難聴が疑われて乳幼児精密聴力検査機関を受診した
０歳児および１歳児，２歳児の社会的調査

福祉医療・乳幼児委員会全国会議（平成３０年１月２８日）

調査担当 麻生 伸
森田 訓子

委員長 守本 倫子
担当理事 西﨑 和則

中川 尚志

福祉医療・乳幼児委員会では，これまでにも新生児聴覚スクリーニング後の精密聴力検査機関実態調査および１歳
児，２歳児の精密聴力検査機関実態調査を実施してきた．それと同時に新生児聴覚スクリーニング検査後の精密聴力検
査機関のリスト作成，更新を２年ごとに行っている．平成２８年春に，日本耳鼻咽喉科学会は全国の１６３施設を「新生児
聴覚スクリーニング後の精密聴力検査機関」として推薦し，ホームページおよび会報で公開した．このうち，今回の調
査までに，各地方部会長から９箇所の医療機関をリストへ追加する申請があり，１箇所の医療機関をリストから削除す
る申請があったため，合計１７１施設に対して調査用紙を配布した．回収率は１００％で，すべての施設から得られた回答に
ついて集計した．
以下に実際に配布した質問項目ごとに集計したデータを呈示する．調査項目は以下の３つに分けられる．１．新生児
聴覚スクリーニング後の精密聴力検査査機関実態調査，２．新生児聴覚スクリーニングを経ずに精密聴力検査査機関を
受診した０歳児の実態調査，３．１歳児，２歳児の精密聴力検査機関実態調査，についてである．以下，産科において
実施される新生児聴覚スクリーニング検査をスクリーニングまたは NHSと略すことがある．各項末に調査のまとめを
呈示したので参照されたい．
全国の精密聴力検査機関の数や精度管理に関して種々の意見があり，この制度を確実なものにするためにも見直す時
期がきていると考える．このため，今年度は春に精密検査機関リストを公表せず，次期乳幼児委員会に新たな条件に基
づくリストの作成と運用を申し送ることとした．

1．新生児聴覚スクリーニング後の精密検査対象児について
対象 : 新生児聴覚スクリーニング後に精密検査を目的に平成２８年１月１日～１２月３１日の１年間に初診した０歳児（初

診日の年齢）．産科のスクリーニング検査時期は１月１日以前でも可．
除外項目
ａ．上記期間中に精査しても，当該期間以前に初診した児は含まない．
ｂ．確定診断後に別の目的（奇形など合併症の相談，人工内耳の相談，発達の相談，など）で初診した児は，前医
との重複回答を避けるために含まない．

ｃ．新生児聴覚スクリーニングでは異常なし（pass）だったが，定期健診などで難聴が疑われて紹介された初診時
０歳児は含むが，初診時１歳以上の児は含まない．

ｄ．新生児聴覚スクリーニングを受けていない０歳児，および受けたことが不明である０歳児を含まない（これら
の児は次項２の調査に含める）．

注意点
ａ．難聴とは 40dB程度以上を想定し，両耳に存在すれば補聴器装用を考慮すべきレベルとする．
ｂ．設問３）初診時における児の日齢，月齢に，「１３カ月以上」の分類はなくなり，１歳児調査に含める．

１）精密検査の目的で初診した児の人数 ４，６７２人
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２）１）のうち，紹介元別の人数
①スクリーニング医療機関（産科・新生児科，ほか）から ３，２８１人
②日耳鼻リストにある他の精密聴力検査機関から ２９１人
③①，②以外の病医院（耳鼻咽喉科，小児科，ほか）から ８９２人
④病医院以外の施設（保健センター，聾学校，ほか）から １１８人
⑤紹介なしに自主的に受診（家族が心配して，ほか） ６５人
⑥そのほか ２５人
⑦合計 ４，６７２人

３）初診日における児の日齢，月齢 ①生後１４日以内 ５５５人
②１５日から３０日 ６２７人
③１カ月から３カ月 ２，３２５人
④４カ月から６カ月 ７６９人
⑤７カ月から１２カ月 ３９６人
⑥合計 ４，６７２人

４）１）のうち ①一側要精検（refer） ２，３３４人
②両側要精検（refer） １，６６９人
③両側異常なし（pass） ５８８人
④不明あるいはそのほか ８１人
⑤合計 ４，６７２人

５）４）のうち，アンケート回答時点での精密聴力検査の結果
一側要精検（refer）から ①同側の難聴 ８９５人

②対側の難聴 ２８人
③両側の難聴 ２０６人
④両側とも難聴なし １，１６１人

両側要精検（refer）から ⑤両側の難聴 ９６８人
⑥一側の難聴 １２３人
⑦両側とも難聴なし ５１３人

両側異常なし（pass）から ⑧両側の難聴 ５７人
⑨一側の難聴 ３４人
⑩両側とも難聴なし ４０６人

⑪そのほか １１１人
⑫まだ評価できていない １７０人
⑬合計 ４，６７２人

６）聴力の評価がほぼ完了した児＜５）の①～⑪の合計数＞について
①聴力に問題がないと判断し，そのまま経過観察とした １，８５６人
②伝音難聴のため要治療とした ２６４人
③より明確に評価できるまで定期的に通院を勧めた １，２８８人
④詳細な評価が困難で他の精密聴力検査施設へ紹介した ７６人
⑤両側難聴として療育施設などで介入して観察中 ７５９人
⑥そのほか ２５９人
⑦計 ４，５０２人



日耳鼻 121―1035

2．新生児聴覚スクリーニングを経ずに受診した精密検査対象児について
対象 : 新生児聴覚スクリーニングを受けていない，または受けたことが不明であるが，精密検査の目的で，平成２８年

１月１日～１２月３１日の１年間に初診した児．
除外項目
ａ．上記期間中に精査しても，当該期間以前に初診した児は含まない．
ｂ．確定診断後に別の目的（奇形など合併症の相談，人工内耳の相談，発達の相談，など）で初診した児は，前医
との重複回答を避けるために含まない．

注意点
ａ．原則として初診時０歳児のみを対象とする．
ｂ．難聴とは 40dB程度以上を想定し，両耳に存在すれば補聴器装用を考慮すべきレベルとする．

１）精密検査の目的で初診した児の人数 ８９１人

２）１）の児の受診理由
①ハイリスクでスクリーニングを経ずに直接精密検査目的で受診 ５６７人
②スクリーニングに同意しなかったが心配して受診 ３３人
③スクリーニング未実施医療機関・助産院で分娩 １１９人
④そのほか １７２人
⑤合計 ８９１人

３）１）の児の精密検査結果について
①両側とも異常なし ６２２人
②両側の難聴 １５８人
③一側の難聴 ９１人
④まだ評価できていない ２０人
⑤合計 ８９１人

調査結果のまとめ
１）平成１８年の１年間に受診した０歳児を対象とした実態調査から数えて６回目となる調査結果を報告する．
２）平成２８年１月１日～１２月３１日に新生児聴覚スクリーニング後に紹介初診した児は４，６７２人で，平成１８年の初回調査
以降で最多数となった．国内出生数は減少し続けているが，約１００万人の０．４％が耳鼻咽喉科精密聴力検査機関を受
診していることになる．

３）日本産婦人科医会の実態調査（回収率７５．９％）では，平成２８年度に新生児聴覚スクリーニング検査が可能な施設率
は９４．３％で，検査実施率は８７．６％であったということである（日本産婦人科医会ホームページより）．精密聴力検
査機関を受診する児は，産科・新生児科などからの紹介が全体の７０％（過去５回の調査では６８％～７４％）で，残り
の３０％の０歳児は，直接精密聴力検査機関を訪れず迂回して受診している可能性があり，診断の遅れが生じる場合
もありうる．

４）耳鼻咽喉科初診時の日齢月齢は，生後１４日以内が１２％，１５～３０日が１３％，生後１～３カ月が５０％，４～６カ月が
１７％，７～１２カ月が８％と，全６回の調査を通じて大きな変動はない．

５）対象児の産科における新生児聴覚スクリーニングの結果は，４，６７２人中５０％が一側 refer，３６％が両側 refer，１３％
が両側 passで，この割合も全６回の調査で変わらない．

６）対象児の精密聴力検査結果は，４，６７２人中で両側難聴が２６％，一側難聴が２３％，難聴なしが４５％，未評価などのそ
のほかが６％となり，全６回の調査を通じて大きな変動はない．

７）未評価などを除外した４，５０２人の経過については，両側難聴として療育施設などで介入して観察中となったのが１７％
で，この割合も過去のデータと変わらない．

８）産科で両側 referとされた児（１，６０４人）の診断結果は，両側難聴が６０％，一側難聴が８％，難聴なしが３２％であ
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った．平成２２年は簡易調査であったため不明であるが，過去４回の調査と比較しても大きな変動はない．
９）産科で一側 referとされた児（２，２９１人）の診断結果は，両側難聴が９％，一側難聴が４０％，難聴なしが５１％であ
った．これも平成２２年は簡易調査であったため不明であるが，過去４回の調査と比較しても大きな変動はない．毎
回８～１０％が両側難聴という結果になり，一側 refer児の精密検査が重要であることの根拠となっている．

１０）精密検査で両側難聴と診断された児（１，２３１人）の産科でのスクリーニング結果は，７９％が両側 refer，１７％が一側
refer，４％が passからという結果であった．Passから両側難聴と診断された児があることに留意されたい．進行
性・後天性の場合，OAEのみのスクリーニング検査で Auditory neuropathyを見逃した場合，などが推測される．

１１）同様に精密検査で一側難聴と診断された児（１，０８０人）の産科でのスクリーニング結果は，１１％が両側 refer，８６％
が一側 refer，３％が passからという結果であった．両側 referでも最終的に片耳は難聴ではないとされる場合が
あり，伝音難聴の場合や，OAEを用いたスクリーニング検査の精度の問題などが推測される．また，少数ではあ
るが，一側 referの中に，refer側耳ではなく pass側耳が難聴であった児もみられた．産科から耳鼻咽喉科への報
告時に左右間違えた場合なども推測される．両側難聴の場合と同様に，passから一側難聴と診断された児がある
ことに留意されたい．

１２）今回の調査では，８年ぶり２回目となる「新生児聴覚スクリーニングを経ずに精密聴力検査機関を受診した０歳
児」の調査も行った．同じ１年間に受診した０歳児は８９１人で，６４％がリスク児で出生時にスクリーニング検査を
受けていない児であったが，１３％はスクリーニング検査未実施施設で出産した児であった．

１３）新生児聴覚スクリーニングを経ずに精密聴力検査機関を受診した０歳児の中で，最終的に両側難聴と診断されたの
は１５８人であった．両側難聴のうち，両側 referから両側難聴が７０％，一側 referから両側難聴が１５％，passからの
両側難聴が４％で，スクリーニング受けずに両側難聴であった割合は両側難聴のうち１１％であった．８年前の調査
では，スクリーニング受けずに両側難聴であった割合は両側難聴全体のうち２９％であり，８年間で割合が減少し
た．産科において，スクリーニング実施率が９０％近いことが報告されており，普及率を反映した結果と推測した．

１４）まとめると，約１００万人の国内出生数のうち，約０．４％（４，６７２人）が耳鼻咽喉科精密聴力検査機関を受診し，この
うち２６％（１，２３１人）が両側難聴と診断され，両側難聴のうち６２％（７５９人）が療育開始された，という結果となっ
た．

１５）回答者からの意見については，① 日耳鼻が定める精密検査機関リスト以外の医療施設で精密検査（ABR）を複数
回施行され，生後６カ月を過ぎてから補聴器が必要かの判定目的に紹介となり，対応に困ることがある．NHS実
施施設（産科）への案内も必要だが，精査を行っている耳鼻咽喉科にも精密検査機関での精査実施を促すよう案内
が必要である．② ABRの精度や閾値の判断が病院によって異なることがある．前医で施行された ABRについて
50dBでⅤ波が出ていれば正常閾値と判断されていたり，Ⅴ波が出ていると思われる波形でも出ていないと判断さ
れていたりした．③ 精密聴力検査機関の診察予約が混雑で予約取得困難であったため，産科から地域の ABR施行
可能な総合病院小児科に紹介になっているケースがあった．そこを経由して紹介を受けた児の診療情報提供の内容
をみると，ABRの結果解釈に問題がある例があり危機感を感じた．④ 県内に精密検査施設が２施設登録されてい
るが，２施設とも県中心部に位置し，周辺地域の NHS陽性例については，地元の総合病院で ABR検査を受けて
必要あれば県中心部にある療育施設もしくは大学病院に紹介という運用をしている．実臨床では地域の病院も登録
できるようにして欲しい．などの意見が寄せられた．精密検査機関より前の一次施設での検査の不備を訴える意見
がある一方で，子ども達が精密検査機関を訪れようとしても混んでいたり近くになかったりするために，予約や交
通の便などの理由で受診しにくくなっている実態もうかがわれた．

１６）今後の，精密検査機関のあり方として，特に人口の多い大都市圏では精密検査機関の絶対数が不足して子ども達が
アクセスしにくくなっており，機関数を増やす必要がある．しかしその一方で，検査精度の管理と，診断に時間を
かけすぎず遅滞なく療育機関に連携できる体制も作っていかねばならない．

（調査担当 麻生 伸）
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1歳児， 2歳児の精密聴力検査機関実態調査について
対象児 : 平成２８年１月１日～１２月３１日の１年間に初診し，精密検査を行った１歳児および２歳児（初診日の年齢）．

上記期間中に精査しても，当該期間より前に初診した児は含まない．精密検査した時期が，当該期間を過ぎ
ていても，期間内に初診していれば含む．

注意点
ａ．新生児聴覚スクリーニング後に全身状態不良など何らかの原因で精密聴力検査機関受診時にすでに１歳を過ぎ
た児は，前回調査までは０歳児に含めていたが，今回からは１歳以上（初診時年齢）の調査に含める．

ｂ．難聴とは 40dB程度以上を想定し，両耳に存在すれば補聴器装用を考慮すべきレベルとする．

Ⅰ．１歳児について
１．精密検査の目的で初診した児の人数 １，２０３人
２．１のうち

１）新生児聴覚スクリーニングを受けていない １７３人
２）新生児聴覚スクリーニングを受けた

①一側要精検（refer） １０２人
②両側要精検（refer） １４９人
③両側異常なし（pass） ５９５人
④不明あるいはそのほか ３３人

３）新生児聴覚スクリーニングを受けたかどうか不明 １５１人
４）合計 １，２０３人

３．１のうち，受診理由別の人数
１）１歳６カ月児健診後に精健票を持って受診 ３４７人
２）日耳鼻リストにある他の精密聴力検査機関から紹介 １３６人
３）２）以外の病医院（耳鼻咽喉科，産科，小児科，など）から紹介 ５７７人
４）１）２）３）以外の施設（保健センター，聾学校，ほか）から ７１人
５）紹介なしに自主的に受診（家族が心配して，ほか） ５２人
６）不明あるいはそのほか ２０人
７）合計 １，２０３人

４．１のうち
１）一側難聴 ９１人
２）両側難聴

①良聴耳＝40dB～69dB １１８人
②良聴耳＝70dB以上 １３６人

３）両側異常なし ８１１人
４）不明あるいはそのほか ４７人
５）合計 １，２０３人

５．４の１）と２）の難聴について
１）貴施設で初めて診断された １５４人
２）過去に医療機関で診断されたことがある

①療育機関などで介入されている ８０人
②介入せずに難聴として医療機関で経過観察中 ９３人
③通院・療育の状況不明 ３人
④そのほか ６人

３）過去の診断の有無は不明，そのほか ９人
４）合計 ３４５人



121―1038 2018

６．５の１）貴施設で初めて診断された難聴児について，分かる範囲でお答えください．
１）一側難聴のうち新生児スクリーニングが両 passだった児の人数 １９人
２）両側難聴のうち新生児スクリーニングが両 passだった児の人数 ４４人
３）合計 ６３人

Ⅱ．２歳児について
１．精密検査の目的で初診した児の人数 １，１４５人
２．１のうち

１）新生児聴覚スクリーニングを受けていない １８９人
２）新生児聴覚スクリーニングを受けた

①一側要精検（refer） ５０人
②両側要精検（refer） ６０人
③両側異常なし（pass） ５４０人
④不明あるいはそのほか ３８人

３）新生児聴覚スクリーニングを受けたかどうか不明 ２６８人
４）合計 １，１４５人

３．１のうち，受診理由別の人数
１）１歳６カ月児健診後に精健票を持って受診 ６９人
２）日耳鼻リストにある他の精密聴力検査機関から紹介 ７８人
３）２）以外の病医院（耳鼻咽喉科，産科，小児科，など）から紹介 ６６０人
４）１）２）３）以外の施設（保健センター，聾学校，ほか）から ２３６人
５）紹介なしに自主的に受診（家族が心配して，ほか） ７７人
６）不明あるいはそのほか ２５人
７）合計 １，１４５人

４．１のうち
１）一側難聴 ５８人
２）両側難聴

①良聴耳＝40dB～69dB ９６人
②良聴耳＝70dB以上 ７５人

３）両側異常なし ８４９人
４）不明あるいはそのほか ６７人
５）合計 １，１４５人

５．４の１）と２）の難聴について
１）貴施設で初めて診断された １１６人
２）過去に医療機関で診断されたことがある

①療育機関などで介入されている ５２人
②介入せずに難聴として医療機関で経過観察中 ４９人
③通院・療育の状況不明 ５人
④そのほか ３人

３）過去の診断の有無は不明，そのほか ４人
４）合計 ２２９人

６．５の１）貴施設で初めて診断された難聴児について，分かる範囲でお答えください．
１）一側難聴のうち新生児スクリーニングが両 passだった児の人数 ８人
２）両側難聴のうち新生児スクリーニングが両 passだった児の人数 ２６人
３）合計 ３４人
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調査結果のまとめ
１．１歳児について
１） 平成２８年１月１日～１２月３１日に新生児聴覚スクリーニング後の精密聴力検査機関を初診した１歳児は１，２０３人

で，２年前の平成２７年度「１歳児および２歳児に関する実態調査」の１，１４８人，４年前の平成２５年度「１歳児お
よび２歳児に関する予備調査」の１，１０８人と比較すると，やや増加傾向がみられた．（以下，平成２７年度，平成２５
年度の結果をカッコ内に併記する）

２） 新生児聴覚スクリーニングの受検状況は，同スクリーニングを受けていなかったのが１４％（１５％，２０％），受け
ていたのが７３％（６０％，４８％），受けたかどうか不明が１３％（２５％，３２％）であった．同スクリーニングを受け
ていた児の内訳は，一側 referが８％（９％，９％），両側 referが１２％（１１％，１１％），両側 passが５０％（３５％，
２６％），結果不明・そのほかが３％（５％，２％）であった．前２回より両側 pass児が増え，同スクリーニング
を受けていた児が約７割に増加した一方で，受けたかどうか不明であった児は減少した．同スクリーニングが両
側 passしていても，１歳になってきこえやことばが心配で受診した（受診をすすめられた）り，精密聴力検査
機関を初診した際に同スクリーニングの受検状況を確認するようになったことが一因と推察された．一側 refer

および両側 referであった児が２割であった点は，前２回と変わらなかった．
３） 受診理由は，日耳鼻リストにある精密聴力検査機関以外の病医院（耳鼻咽喉科，小児科，など）からの紹介が

４８％（５０％，４９％），１歳６カ月児健診後に精健票などを持って受診が２９％（２４％，１６％），日耳鼻リストにある
他の精密聴力検査機関からの紹介が１１％（１０％，１０％），その他の施設（保健センター，聾学校，ほか）が６％
（８％，１０％），自主的受診（家族が心配して，ほか）が４％（６％，７％），不明・そのほかが２％（２％，
８％）であった．３回の調査すべてにおいて，精密聴力検査機関以外の病医院（耳鼻咽喉科，小児科，など）か
らの紹介が約半数を占め，日耳鼻リストにある他の精密聴力検査機関からの紹介は１割であった．１歳６カ月児
健診後に受診した児は増加傾向が見られた．

４） 聴力の内訳は，一側難聴が８％（１４％，９％），両側難聴が２１％（２１％，２５％），両側異常なしが６７％（６２％，
６２％），不明・そのほかが４％（３％，４％）であった．両側難聴のうち，良聴耳が 40～69dBであったのは
１０％（１１％，１２％），70dB以上は１１％（１０％，１３％）であった．前２回とほぼ同様の傾向で，一側難聴，両側難
聴を合わせると３割前後という結果であった．

５） 一側および両側難聴児合計３４５人（４０７人，３７１人）の診断経緯については，本調査の回答施設で初めて診断され
たのが４５％（５４％，５１％），過去に医療機関で診断されたことがあるのが５３％（４４％，４９％），過去の診断の有無
不明・そのほかが２％（２％，０．３％）であった．過去に既に診断を受けていた児の内訳は，介入せずに難聴と
して医療機関で経過観察中が２７％（２３％，２１％），療育機関などで介入されているのが２３％（１５％，２４％）通
院・療育の状況不明が１％（２％，１％），そのほかが２％（４％，３％）であった．本調査の回答施設で初め
て診断された児と過去に医療機関で診断されたことがある児はおおよそ同数という結果で，前２回と同様であっ
た．

６） 回答施設で初めて診断された児１５４人（２１８人）について，一側難聴のうち同スクリーニングが両側 passであっ
た児は１２％（１８％），両側難聴のうち同スクリーニングが両側 passであった児は２９％（１７％）であった．一側難
聴，両側難聴合わせると，同スクリーニングを passしていた児は４１％（３５％）を占めていた．（本項目は前回新
設）

２．２歳児について
１） 平成２８年１月１日～１２月３１日に新生児聴覚スクリーニング後の精密聴力検査機関を初診した２歳児は１，１４５人

で，２年前の平成２７年度「１歳児および２歳児に関する実態調査」の１，１２４人，４年前の平成２５年度「１歳児お
よび２歳児に関する予備調査」の１，１６２人と比較すると，大きな変動はみられなかった．（以下，平成２７年度，平
成２５年度の結果をカッコ内に併記する）

２） 新生児聴覚スクリーニングの受検状況は，同スクリーニングを受けていなかったのが１７％（１８％，２１％），受け
ていたのが６０％（５６％，３８％），受けたかどうか不明が２３％（２７％，４２％）であった．同スクリーニングを受け
て い た 児 の 内 訳 は，一 側 referが４％（３％，３％），両 側 referが５％（４％，４％），両 側 passが４８％
（４６％，２９％），結果不明・そのほかが３％（３％，２％）であった．両側 pass児が前回と同様４割を超え，同
スクリーニングを受けていた児が約６割となった一方で，受けたかどうか不明であった児は減少傾向であった．
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同スクリーニングが両側 passしていても，２歳になってきこえやことばが心配で受診した（受診をすすめられ
た）り，精密聴力検査機関を初診した際に同スクリーニングの受検状況を確認するようになったことが一因と推
察された．一側 referおよび両側 referであった児が９％であった点は，前２回と著変はなかった．

３） 受診理由は，日耳鼻リストにある精密聴力検査機関以外の病医院（耳鼻咽喉科，小児科，など）からの紹介が
５７％（６１％，５３％），その他の施設（保健センター，聾学校，ほか）が２１％（１２％，１７％），自主的受診（家族が
心配して，ほか）が７％（１２％，１１％），日耳鼻リストにある他の精密聴力検査機関からの紹介が７％（５％，
６％），１歳６カ月児健診後に精健票などを持って受診が６％（７％，６％），不明・そのほかが２％（３％，
７％）であった．３回の調査すべてにおいて精密聴力検査機関以外の病医院（耳鼻咽喉科，小児科，など）から
の紹介が半数を超えていた．

４） 聴力の内訳は，一側難聴が５％（７％，５％），両側難聴が１５％（１４％，１５％），両側異常なしが７４％（７４％，
７７％），不明・そのほかが６％（５％，３％）であった．両側難聴のうち，良聴耳が 40～69dBであったのは
８％（７％，７％），70dB以上は７％（７％，８％）であった．前２回とほぼ同様の傾向で，一側難聴，両側難
聴を合わせると約２割という結果であった．

５） 一側および両側難聴児２２９人（２３１人，２３５人）の診断経緯については，本調査の回答施設で初めて診断されたの
が５１％（５１％，５２％），過去に医療機関で診断されたことがあるのが４７％（４７％，４８％），過去の診断の有無不
明・そのほかが２％（１％，０％）であった．過去に既に診断を受けていた児の内訳は，療育機関などで介入さ
れているのが２３％（２６％，２９％），介入せずに難聴として医療機関で経過観察中が２１％（１８％，１５％），通院・療
育の状況不明が２％（１％，３％），そのほかが１％（２％，１％）であった．本調査の回答施設で初めて診断
された児と過去に医療機関で診断されたことがある児はほぼ同数という結果で，前２回と同様であった．

６） 回答施設で初めて診断された児１１６人（１１８人）について，一側難聴のうち同スクリーニングが両側 passであっ
た児は７％（３０％），両側難聴のうち同スクリーニングが両側 passであった児は２２％（１８％）であった．一側難
聴，両側難聴合わせると，同スクリーニングを passしていた児は２９％（４８％）を占めていた．（本項目は前回新
設）

３．回答者からの意見について
回答者からの意見については，１）新生児聴覚スクリーニングに関して，OAE pass例の難聴見逃し，ことばの遅れ
や呼名反応不良で２歳になってから難聴が発見された pass例・未受験例の問題，２）１歳６カ月児健診，３歳児健診に
おける難聴発見体制作りや啓発の必要性，３）発達障害や重複障害に対する小児科医との連携の必要性，４）乳幼児聴力
検査ができる精査聴力検査機関の充実，などが寄せられた．

（調査担当 森田訓子）


